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●対象事業所の部門別割合（平成14年度）

　 　
　

　　　　　　　新たな計画期間へ

平 成 14 年 12 月 25 日
環 境 局 環 境 評 価 部「地球温暖化対策計画書」制度について （平成14年4月1日実施）

　　　東京都　（知事）

　

   地球温暖化対策指針の策定
    （平成14年3月13日　告示）
　
　

 （計画時）
　・温室効果ガスの排出量の
　　算定方法
　・排出抑制目標の設定方法
　・排出抑制に係る取組の選定
　　方法
　・事業者による公表事項
　・その他

（運用時）
　・事業者による計画期間中の
　　確認

（終了時）
　・事業者による計画期間終了
　　時の確認
   ・事業者による公表事項
　・その他

　
　地球温暖化対策結果報告書の作成
　
　　<内容>
　　　・温室効果ガスの排出状況
　　　・排出抑制の目標の達成状況
　　　・排出抑制の取組の達成状況
　　　・その他（エネルギー使用量等）

報

告

対策の実施

特徴
●誘導的な手法により事業者の自主的な取組を促す制度
●事業者に自ら計画書と対策結果を公表させることにより、
　その地球温暖化対策の取組を明らかにする制度

公表
（閲覧・ホーム
ページ等）
　　　９０日間

　　　　　地球温暖化対策事業者

　　・燃料や熱の使用量の合計が原油換算で年間
　　　1,500ｋｌ以上
　　・電気の使用量が年間600万ｋＷ時以上計

　
画 　

　地球温暖化対策計画書の作成
　　<計画期間：３年間>
　
　　<内容>
　　　・温室効果ガスの排出状況
　　　・排出抑制の目標
　　　・排出抑制の取組内容
　　　・その他（エネルギー使用量等）

実
施

公表
（閲覧・ホーム
ページ等）
　計画期間終了
　　　　　　まで
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　東京都
　（856ＰＪ）
　2000年度

「都におけるエネルギー需給構造調査報告書」、資源エネルギー庁資料より

（注1)全国の産業部門には非エネルギー用途の消費を含みます。
（注2)グラフ中の数値は、四捨五入の関係で100％にならないことがあります。

　
　全　国
（15,728PJ)
　2000年度

産業（食品・医薬
品・金属等製造、
エネルギー転換
事業等）（25％）

運輸（バス、鉄
道、航空等）

（6％）

業務（事務所、百
貨店、ホテル、学
校、病院、卸売業

等）（69％）

対象
約1,000
事業所

本制度では、東京のエネル
ギー消費量の３割を占め、
産業部門と比較して、省エネ
ルギー対策の進んでいない
業務部門をターゲットに。

●業務部門における建物用途別延べ床面積の推移（東京都）

　●東京都と全国の部門別最終エネルギー消費


